
提出書類審査基準:技術補完事業者枠
Ａ.　参加資格審査申請書類　審査基準（必須項目のみ）

必須項目 加点項目

１.　参加資格審査申請書類

参加資格審査申請書類

① ○／✕

② ○／✕

③ ○／✕

④ ○／✕

⑤ ○／✕

○／✕

⑦ ○／✕

⑧ ○／✕

⑨ ○／✕

⑩ ○／✕

⑪ ○／✕

⑪ ○／✕

⑪ ○／✕

⑪ ○／✕

審査基準

（a）日本国内に拠点を有する法人であること。

ー

（b）民間の事業者であり、法律で定められた法人税、消費税を完納していること（特例猶予の場合は証明書類提出が可能なこと）。

（c）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当しない者及び第71条第１項各号のいずれかに該当し、期
間を定めて一般競争に参加させないこととされた者のうち、当該期間を経過しない者。

（d） 本公募における「採択事業者」決定の日までの期間、機構から指名停止、取引停止、一般競争参加資格停止又は営業停止を受け
ている期間中に該当しない者であること。

（e） 破産法、会社更生法、民事再生法又はこれらに類似する日本法又は日本国外法上の倒産法制に基づく、手続の開始の申立がなさ
れていないこと。但し、会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受けた者及び民事再生法に基づく再生計画認可決定（確定した者に限
る。）を受けた者を除く。

⑥

（f）役員のうち、次に該当するものが所属していないこと。

（g）暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ず
る者（以下「反社会的勢力」という。）と現在も将来も一切の関係を有しないこと。また、反社会的勢力による不当要求等に対しては、毅然
とした態度で臨み、これを拒絶することを約定できること。

（k）ISO 9001の品質マネジメントシステムの認証の取得、又は、同等の品質管理・保証体制（業務マニュアルの整備、トラブル対応手順
の策定等）を有していること。

（l）企業の社会的責任（CSR）を十分に認識し、以下に掲げる事項について適切に対応することを約定できること。
     雇用しているすべての労働者は、署名入りの雇用同意書または契約書を    結んでいる
     時間外労働に対して、基本賃金率を超える額を支払っている
     15歳未満を雇用しない方針があり、実際に雇用はしていない
     仕事の内容に基づき、法的最低賃金を遵守し、賃金相場に見合った労働者（派遣・請負労働者含む）賃金を決める方法がある
     ビジネスを獲得または保持する、あるいは決定に影響を及ぼすために、    価値の高い物を提供または受領していない
     ステークホルダーに関する機密情報の取り扱いは、法律に則りあるいは    当事者との契約内容に基づいて実施している
     上記の他、関係法令及び社会規範を遵守する

・成年被後見人若しくは被保佐人又は日本国外の法令上これらと同様に取り扱われている者

・破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は日本国外の法令上これと同様に取り扱われている者

・禁錮以上の刑（これに相当する日本国外の法令による刑を含む。）に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることが
なくなった日から起算して五年を経過しない者

・暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第二条第六号に規定する暴力団員
（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者

（h）親会社が存在する場合、親会社が上記(e)～(g)に該当しないこと。

（i）ISO/IEC27701又はJIS Q 15001に準拠していること。
もしくはプライバシーマーク（Pマーク）の認証の取得、又は同等の個人情報保護管理を実施していること。同等の個人情報保護管理とは、プ
ライバシーポリシーが制定され、個人情報保護に関する実施管理、教育、内部監査を文書化された手順により実施していることをいう。

（j) ISO/IEC27001 又はJIS Q 27001 に準拠した管理、又は同等の情報セキュリティ管理を実施していること。
同等の情報セキュリティ管理とは、情報セキュリティ方針が制定され、情報セキュリティ管理体制が構築され、リスクアセスメント、リスクアセスメン
トに基づく管理策、内部監査、教育を文書化された手順により実施していることをいう。

（n）安定性のある財務的基盤を有する者、または経営状態が著しく不健全でないと認められる者であること。

（m） 過去5年間（令和3年4月1日以降）において、サービスまたはシステムにおける、本公募と同種もしくは類似の技術・機能実装に関
わる業務（実証実験:PoC、技術検証を含む）の履行実績を有すること。
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Ｂ.　提案書　審査基準（必須項目＋加点）
必須項目 加点項目

■技術点（満点:800点） 800

① ○／✕ ー

＜事業実施内容＞（満点:710点） 710

１.　事業実施方針 1項目 100

① ー 100

必須項目 加点項目

1項目 230

① ー 60

② ー 60

③ ー 60

④ ー 50

下記、審査基準の各項目において、仕様書および提案書作成要領で求める内容が具体的にわかりやすく記載されているか。
　１．事業実施方針
　　　　・JSTが示す事業内容（仕様書３．～９．の記載）に沿った事業実施方針が記載されているか。
　２．技術の内容
　　　　・提案する技術は仕様をふまえたものであり、課題、新規性・優位性、実現可能性などについて、具体的にわかりやすく
　　　　 記載されているか。
　３．事業実施に関する内容
　　　　・事業実施の実績、役割分担、体制、および責任者及び担当者の実績が記載されているか。
　　　　・提案する技術に関するテクニカルサポートの実施に関する記載はあるか。
　　　　・提案する技術について、自社が主体的に開発・運用できることを説明する記載はあるか。
　４．システムに関する内容
　　　  ・提案する技術について、システム構成、構築・運用計画、システム連携イメージ、拡張性・保守性、性能指標と再現性、
　　　　　脆弱性に対する取り組みなどについて、具体的にわかりやすく記載されているか。
　６．コンプライアンス、リスク管理等
      ・「関係法規等の遵守」「情報の管理」「守秘義務」「個人情報の取扱い」に関する方針やルール、取り組み、
　　　　また、事業者における事業規範や経営・ガバナンスに関する取り組みなどの策定について、それぞれが記載されているか。
　８.　コスト構造と費用負担
　　　・導入・開発費、ランニングコストに関するコスト構造について記載されているか。
　　　 また、ランニングコストについては算定根拠が示されているか。

2.　技術の内容

審査基準

事業実施方針は、本事業が公共性を有することの認識、JSTが保有するデータを広く社会へ流通・利活用させていく方針に対する姿勢（スタ
ンス）や貢献等、優れたものであるか。

①課題:提案する技術について、解決したい課題・創出したい価値は、本事業の実施において有益なものであるか。

②新規性・優位性:提案する技術について、新規性や優位性は高いものであるか。

③実現可能性:提案する技術について、実現可能性は高いものであるか。

審査基準

【任意記載】
提案する技術について、既採択サービスへの組み込みや連携を行うイメージ、あるいは既採択サービスとは別の新サービスとする場合の全体イ
メージ等は、本事業の実施において優れたものであるか。
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必須項目 加点項目

3.　事業実施に関する内容 2項目 100

① ー 20

② ー 40

③ ー 20

④ ー 20

必須項目 加点項目

4.　システムに関する内容 1項目 240

① ー 40

② ー 40

③ ー 40

④ ー 40

⑤ ー 40

⑥ ー 40

必須項目 加点項目

5.　特筆すべき事項 1項目 40

① 40

審査基準

事業実施の体制（開発体制図、運用体制図、人員配置計画、内製化率、外注比率）は、技術の提供および本事業の実施において優れ
たものであるか。

性能指標と再現性（応答性能、処理性能、性能拡張性の定量もしく設計方針の記載等）は、技術の提供および本事業を実施するにあた
り優れたものであるか。

システム連携イメージ（既採択サービスとのAPI、ロジック、組み込みイメージ等による連携イメージ）は、技術の提供および本事業を実施する
にあたり優れたものであるか。

拡張性・保守性（機能追加や拡張が容易な仕組みを有しているか等）は、技術の提供および本事業を実施するにあたり優れたものである
か。

審査基準

特筆すべき事項に記載の内容は、技術の提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。

脆弱性に対する取り組み（混入防止の仕組み・ツール、検査や評価の社内体制等）は、技術の提供および本事業を実施するにあたり優れ
たものであるか。

責任者及び担当者の実績（略歴、資格）は、技術の提供および本事業の実施において優れたものであるか。

事業実施の実績は、技術の提供および本事業の実施において有益なものであるか。

事業実施の役割分担は、テクニカルサポートの内容、それ以外の役割分担等について、技術の提供および本事業の実施において有益なもの
であるか。

審査基準

システム構成（システム構成図、AIの開発・運用環境、外部連携先システム等）は、技術の提供および本事業の実施において優れたもので
あるか。

システムの構築・運用計画は、技術の提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。
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90

必須項目 加点項目

6.　コンプライアンス、リスク管理等 1項目 50

① ー 30

② ー 20

7.　ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 － 40

①

ー 40

■対価に対する評価点（満点:200点） 200

必須項目 加点項目

3項目 200

① ー 80

② ー 80

③ ー 40想定市場価値は、サービスの提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。

費用分担は、サービスの提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。

審査基準

8.　コスト構造と費用負担（満点:200点）

 2.次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定を受けている。
（1）行動計画 ※1　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　□（8点）

 （2）くるみん認定企業（平成29年3月31日までの基準）　　　　　　　　　　  　 □（16点）
（3）トライくるみん認定企業（令和4年4月1日から令和7年3月31日までの基準）　□（20点）
（4）くるみん認定企業（平成29年4月1日から令和4年3月31日までの基準）　　　 □（24点）
（5）トライくるみん認定企業（令和7年4月1日以降の基準）　　　　　　　　　 　□（28点）
（6）くるみん認定企業（令和4年4月1日から令和7年3月31日までの基準）　　　   □（28点）
（7）くるみん認定企業（令和7年4月1日以降の基準）　　　　　　　　　　　　　 □（32点）

 （8）プラチナくるみん認定企業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　□（40点）
　※1 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限り、行動計画（計画期間が満了していない行動計画を策定してい
る場合のみ）を策定している場合。

3.青少年の雇用の促進等に関する法律（ユースエール認定）に基づく認定を受けている。
 ユースエール認定企業　□（32点）

4.上記１～3のどの項目にも該当しない。　□（0点）

＜コンプライアンス等に関する内容＞（満点:90点）

審査基準

AIの利活用における自主的な指針やガイドラインや具体的方策などが策定されているか。それは本事業実施にあたり効果的であるか。

事業継続計画（BCP）対応等の観点から、地震、火災、水害、停電、感染症蔓延、サイバー攻撃などのリスクへの対策が用意されている
か。

導入・開発費、ランニングコスト等に関するコスト構造は、サービスの提供および本事業を実施するにあたり優れたものであるか。

以下のいずれかの認定を受けていること（ワークライフバランス等の取組に関する認定内容等により加算点を付与する。複数の認定等に該当
する場合は、最も配点が高い区分により加算点を付与する）

1.女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定を受けている。（但し、労働時間等の働き方に係
る基準は必ず満たしている。）
（1）行動計画 ※1　　　　　□（8点）
（2）えるぼし認定段階 １　□（16点）
（3）えるぼし認定段階 ２　□（24点）
（4）えるぼし認定段階 ３　□（32点）
（5）プラチナえるぼし認定　 □（40点）
　※1 常時雇用する労働者の数が100人以下の事業主に限り、行動計画（計画期間が満了していない行動計画を策定している場合の
み）を策定している場合。
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